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Ⅱ　第三者加害事案
１　第三者加害事案とは

　　職員が通勤途中に車にはねられたり、職務中に殴られたりした場合のように、第三者の加害行為が原因となって生じた災害のことを第三者加害事案といい、災害を受けた職員は、第三者に対して損害賠償を請求することもできるし、基金に対して補償の請求をすることもできます。（通常は損害賠償を請求する「賠償先行（示談先行）」が原則です。）
　　第三者には、直接の加害者（民法第709条）だけでなく、次の者が含まれます。
　　　①　加害者が責任無能力者である場合の監督義務者（民法第714条）
　　　②　加害者が業務遂行中である場合の使用者・監督者（民法第715条）

　　　③　災害発生の原因となった土地の工作物などの占有者・所有者（民法第717条）

　　　④　危害を加えた動物の占有者・保管者（民法第718条）

　　　⑤　共同不法行為者（民法第719条）

　　　⑥　自動車の運行供用者（自動車損害賠償保障法第３条）
　　　⑦　国又は地方公共団体（国家賠償法第１条・第２条）
　　ただし、スポーツ中の事故は、ルールに著しく反することがなく、かつ通常予測され許容された動作に起因するものであるときは、第三者加害事案としては扱いません。
２　補償と損害賠償との調整
第三者加害事案の場合、被災職員にとっては次の請求権が生じますが、同一内容について重複して請求は出来ません。

	民　法
	自賠法
	地公災法

	全損害
	人身損害のうち、財産的損害、精神的損害
	人身損害のうち、財産的損害

	物損

治療関係費

休業損害

葬儀費

逸失利益

慰謝料
	治療関係費

休業損害

葬儀費

逸失利益

慰謝料
	治療関係費

休業損害

葬儀費

逸失利益


（１）補償方法
　　　基金では、第三者加害事案については、原因者負担の原則から、先に第三者に直接損害賠償を請求する「賠償先行（示談先行）」を原則としています。
損害については最終的には加害者が負担すべきものであり、加害者に誠意のある場合は賠償も簡易に行われ、また、治療費等とともに慰謝料も請求ができる利点があるからです。特に交通事故については、加害者に資力が無い場合や、職員の過失が大きい場合でも、自賠責保険から補償を受ける事ができます。
　　　しかし、被災職員が損害賠償を受ける事が困難な場合もあるので、次のようなときには、基金の補償を先行させる「補償先行」とします。

　　①　加害者に資力が無いと認められる場合

　　②　加害者が不明又は特定できない場合

　　③　加害者に全く誠意が無いと認められる場合

　　④　治療費等が高額又は療養が長期間を要すると見込まれる場合

　　⑤　被災職員の過失割合が大きい場合
（２）求償・免責
　　　第三者の加害行為により公務（通勤）災害が発生した場合には、被災職員は第三者に対して損害賠償を請求することもできるし、基金に対して補償の請求をすることもできますが、両者を同時に認めることは同一の災害により生じた損害に対して二重の補填を認めることになり、妥当でないことから、第三者の損害賠償と基金の補償とは次のように調整されます。
　　　求償：基金が補償を行ったときは、基金はその価格の限度において、被災職員が第三者に対して有する損害賠償請求権を取得し、第三者に賠償金の支払いを請求します。

　　　免責：被災職員が第三者から補償と同一内容の損害賠償を受けたときは、基金はその価格の限度において補償の義務を免れます。

	＜求償関係＞



　　　　　　　　　　④支払
①請求　 ②補償
　　　　　　　③求償



	＜免責関係＞



　　　　③免責

　　　　　　　　①請求


　　　　　　　　 ②賠償


３　示　談
　　損害賠償額や支払方法などについて、当事者双方が話し合いにより解決するもので、法律上は民法第695条の和解に当たります。迅速な解決が望ましいところですが、示談の時期としては、損害額が明確になる治ゆ（症状固定）の時点が適当と考えます。
　　基金としても、示談内容を踏まえて求償や免責の手続きをする必要がありますので、内容をあらかじめ基金に連絡してください。

　　また、示談の際は、次の点に注意してください。
	①　補償先行の場合は、その補償部分については基金に請求権があることを明示（第三者側は基金の求償に応じる旨を記載）し、みだりに請求権を放棄しない。

「医療費については基金から受けるのでいらない。」とか「自賠責保険の範囲内で結構です。」というような示談は行わないでください。

	②　損害賠償の内容を明確にする。

　　　総額いくらではなく、賠償額の内訳ごとに金額を明示してください。

	③　後遺症・再発の項も記載する。


４　交通事故の場合
　　公務災害、通勤災害が発生した場合の請求手続の流れは、表紙の裏面のとおりですが、交通事故の場合は、手続と並行して、被災後のなるべく早い段階で、治療費の支払をはじめとする相手方との対応について、基金支部の担当者に連絡をとるようにしてください。

（１）自賠責保険について

　①　自賠責保険支払限度額

	区　　　分
	保険金

	死　亡
	死亡による損害
	最高　3,000万円

	
	死亡するまでの傷害による損害
	最高　　120万円

	傷　害
	傷害による損害
	

	
	後遺障害による損害

（障害の程度に応じ14級に分類）
	最高　3,000万円（ 1級）

　　　～ 75万円（14級）

	
	介護を要する後遺障害による損害
	最高　4,000万円～3,000万円


傷害の場合を例にすると、上記限度額の120万円には治療費、休業損害、慰謝料等が含まれます。被害者の過失は一般には問われず、通常、過失があっても限度額まで支払われます。
　　　ただし、重過失がある場合は一部減額されます。
　　　自賠責保険は、人身損害以外の損害には適用がありません。

　②　自賠責保険の支払限度額を超える場合

　　　人身事故に係る損害賠償額のうち、自賠責保険の支払限度額を超える部分については、加害者の任意保険又は加害者本人から支払われることになります。

　　　被災職員にも過失があり、過失相殺により治療費などの補償の対象となる損害の一部が賠償されない場合は、その部分は基金が補償することになります。

　　交通事故の損害賠償例
	No．1

　　　被災職員の治療関係費　　･･････ 70万円
　　　過失割合　　　　　　　　･･････ 被災職員：相手方　1：9


　　　自賠責保険の支払限度額120万円以内であるため、70万円全額が自賠責保険から支払われます。
	No．2

　　　被災職員の治療関係費　　･･････ 200万円

　　　過失割合　　　　　　　　･･････ 被災職員：相手方　1：9


　　　自賠責保険の支払限度額を超えているため、相手方の過失割合までは任意保険が支払い、被災職員の過失相当分は基金が支払います。
　　　　　200万円 × 0.9 ＝ 180万円　　 ･･････ 任意保険の支払額

　　　　　200万円 － 180万円 ＝ 20万円　･･････ 基金の支払額
　　　実際には、基金が200万円を補償した後、相手方（保険会社）に180万円を求償することになります。

　　　また、相手方が任意保険に加入していなかった場合には、120万円までは自賠責保険に求償し、60万円は加害者本人に求償することとなります。

　　（※この例では慰謝料を考慮していません。）

（２）人身傷害補償保険について

　　　被災職員が人身傷害補償保険（人傷保険）に加入している場合、被災職員は保険金を受け取ることができますが、保険会社は約款上、基金からの補償額を差引いて保険金を支払うことになります。

　　　被災職員が加入する人傷保険は、事故の相手方（第三者加害事案の第三者）が加入する自賠責保険・任意保険と異なり、保険金の支払によって基金の補償の義務は免責されません。

　　　基金の補償は、人傷保険の保険金の支払の有無にかかわらず行われるため、基金の補償額を差引かずに保険金が支払われた場合、事故の相手方（第三者）への求償権が基金と保険会社に二重に生じるという不都合な事態になってしまいます。

人傷保険の保険金を請求する際には通勤災害・公務災害（として認定請求中）である旨を保険会社に伝えるようにしてください。
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